
五島市の給与・定員管理等について 
 

１ 総括 

（１） 人件費の状況（普通会計決算） 

区 分 
住民基本台帳人口 

（平成2８年1月1日） 
歳出額 Ａ 実質収支 人件費 Ｂ 

人件費率 

Ｂ/Ａ 

(参考) 

２6年度の 

人件費率 

27年度 ３８，９５６人 
302億2,020万 

5千円 

8億7,709万 

1千円 

49億9,724万円 

 
１６．５% １５．９% 

 

（２） 職員給与費の状況（普通会計決算） 

区 分 

 

職員数 

  Ａ 

給   与   費 (参考)一人当

たり給与費 

Ｂ／Ａ 

(参考)類似団

体平均一人当

たり給与費 給  料 職員手当 期末・勤勉手当 計  Ｂ 

27年度 ５２０人 
20億4,185万 

8千円 

3億4,968万 

4千円 

7億7,232万 

9千円 

31億6,387万 

1千円 
608万4千円 578万 

（注）１ 職員手当には退職手当を含みません。 

２ 職員数は、平成2７年4月1日現在の人数です。 

   ３ 給与費については、任期付短時間勤務職員（再任用職員（短時間勤務））の給与費が含まれており、 

職員数には当該職員を含んでいません。 

 

（３）ラスパイレス指数の状況 
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（注）１ ラスパイレス指数とは、全地方公共団体の一般行政職の給料月額を同一の基準で比較するため、国 

の職員数（構成）を用いて、学歴や経験年数の差による影響を補正し、国の行政職俸給表（一）適用

職員の俸給月額を100として計算した指数です。 

２ 類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したも

のです。 

３ 平成25年は、国家公務員の時限的な（2年間）給与改定・臨時特例法による給与減額措置がない

とした場合の値です。 

H25.4.1 H26.4.1 H27.4.1 H28.4.1 

    



（４） 給与制度の総合的見直しの実施状況 

  ①給料表の見直し 

    ［ 実施 未実施 ］ 

   実施内容 

（給料表の改定実施時期） 平成２７年４月１日 

（内容） 一般行政職の給料表について、国と同様に見直しを行い、平均１．

５％の引き下げを実施。 

     激変緩和のため、３年間（平成30年3月31日まで）経過措置 

（現給保障）を実施。 

     他の給料表については、一般行政職給料表との均衡を踏まえて 

見直しを実施。 

  ②地域手当の見直し 

   実施内容 

（支給割合） 国と同様に見直しを実施。五島市の支給率は０％。 

（実施時期） 平成27年4月1日 

  ③その他の見直し内容 

   実施内容 

管理職員特別勤務手当及び単身赴任手当について、国と同様に見直しを実施。 

（実施時期） 平成27年4月1日 

 

 

２ 職員の平均給与月額、初任給等の状況 

（１）職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況 

   （平成２８年４月１日現在） 
①一般行政職 

区 分 平均年齢      平均給料月額 平均給与月額 
平均給与月額 

（国ベース） 

五 島 市 ４３．０歳 ３２２，６７６円 ３７４，４０４円 ３５１，０９９円 

長 崎 県 ４３．７歳 ３２６，２１４円 ４１５，８８１円 ３６０，４４６円 

国 ４３．６歳 ３３１，８１６円 — ４１０，９８４円 

類似団体 ４２．３歳 ３１７，８７９円 ３７３，３５３円 ３４３，６４３円 

 

 

 

 

 



 

②技能労務職 

区   分 

公 務 員 民  間 参 考 

平均年齢 職員数 平均給料月額 平均給与月額 

 

（Ａ） 

平均給与月額 

（国比較ベース） 

対応する

民間の 

類似職種 

平均年齢 

 

平均給与月額 

 

（Ｂ） 

Ａ／Ｂ 

五 島 市 52.8歳 19人 367,421円 391,612円 385,053円 —    

 うち用務員 53.0歳 17人 368,256円 391,882円 384,991円 用務員 55.2歳 199,900円 1.96 

長 崎 県 50.5歳 160人 333,808円 385,937円 356,934円 —    

国 50.4歳 2,876人 287,447円 － 329,358円 —    

類似団体 50.3歳 18人 318,114円 344,558円 330,685円 —    

 

 

 

 

 

 

 

※ 民間のデータは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用しています（平成25～27年度の3ヶ年平均）。 

※ 技能労務職の職種と民間の職種の比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態等の点において完全に一致するものではありません。 

※ 年収ベースの「公務員（Ｃ）」及び「民間（Ｄ）」のデータは、それぞれ平均給与月額を１２倍したものに、公務員においては前年度に支

給された期末・勤勉手当、民間においては前年に支給された年間賞与の額を加えた試算値です。 

 

③小・中学校（幼稚園）教育職 

区 分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額 

五 島 市 ４３．９歳 ３３８，３５０円 ３５３，３２７円 

長 崎 県 ４６．８歳 ３８９，３１７円 ４４４，２２８円 

類 似 団 体 ４１．５歳 ３０５，５８５円 ３３１，５８６円 

 

④消防職 

区 分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額 
平均給与月額 

（国比較ベース） 

五 島 市 ３４．７歳 ２６４，４７８円 ３２９，０００円 ２９２，３０１円 

類 似 団 体 ３７．４歳 ２８４，５３３円 ２５１，５２４円 ３１１，４３３円 

（注）１ 「平均給料月額」とは、平成2８年4月1日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均です。 

２ 「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手 

当などのすべての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされ

ているものです。 

また、「平均給与月額（国比較ベース）」は、比較のため、国家公務員と同じベース（＝時間外勤務

手当等を除いたもの）で算出しています。 

 

区  分 

参      考 

年収ベース（試算値）の比較 

公 務 員 

（Ｃ） 

民  間 

（Ｄ） 

Ｃ／Ｄ 

五島市 6,393,216円 － － 

 うち用務員 6,402,708円 2,732,900円 2.34 



（２）職員の初任給の状況（平成２８年４月１日現在） 

区   分 
五島市 長崎県 国 

初任給 

一般行政職 
大学卒 １７６，７００円 １７６，７００円 １７６，７００円 

高校卒 １４４，６００円 １４４，６００円 １４４，６００円 

技能労務職 高校卒 １４４，６００円 １４２，０００円 － 

 

（３）職員の経験年数別、学歴別平均給料月額の状況（平成２８年４月１日現在） 

区   分 経験年数１０年 経験年数２０年 経験年数２５年 経験年数３０年 

一般行政職 
大学卒 － ３４７，９００円 ３７０，９００円 ３７９，２５０円 

高校卒 ２０９，７００円 ３０９，４７１円 ３４８，４６２円 ３７１，７３５円 

技能労務職 高校卒 － － — － 

（注） 経験年数に近似の職員がいない項目は、空欄となっています。 

 

３ 一般行政職の級別職員数等の状況 

（１）一般行政職の級別職員数の状況（平成２８年４月１日現在） 

区 分 標準的な職務内容 職員数 構成比 
１号給の 
給料月額 

最高号給の 
給料月額 

７級 理事 ３人 ０．８％ 361,300 443,700 

６級 課長、支所長 ２７人 ７．１％ 317,000 409,000 

５級 課長補佐 ３４人 ８．９％ 286,200 391,800 

４級 係長 １２１人 ３１．７％ 259,900 379,800 

３級 主査 １３４人 ３５．０％ 226,400 348,800 

２級 主事 ３１人 ８．１％ 190,200 303,000 

１級 事務職員 ３２人 ８．４％ 140,100 246,100 

（注）１ 五島市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です。 

     ２ 標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。 
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（２）昇給への勤務成績の反映状況 

平成28年4月2日から平成29年4月1日

までにおける運用 

五島市 国 

管理職員 一般職員 
特定管理 

職員 
一般職員 

イ 人事評価を実施した ○ ○ ○ ○ 

 標準に加え、上位及び下位の区分も適用   ○ ○ 

標準に加え、上位の区分も適用     

標準に加え、下位の区分も適用     

標準の区分のみ適用 ○ ○   

ロ 人事評価を実施していない     

 

４ 職員の手当の状況 

（１） 期末手当・勤勉手当 

五 島 市（企業職を除く） 長  崎  県 国 

１人当たり平均支給額 
（平成27年度） 

１３７万円１千円 

１人当たり平均支給額 
（平成27年度） 

１６９万２千円 
－ 

（平成27年度支給割合） 
  期末手当      勤勉手当 
  ２．６０ 月分  １．６０月分 
  (１．４５)月分  (０．７５)月分 

（平成27年度支給割合） 
  期末手当      勤勉手当 
  ２．６０ 月分   １．６０月分 
  (１．４５)月分   (０．７５)月分 

（平成27年度支給割合） 
  期末手当      勤勉手当 
  ２．６０ 月分   １．６０月分 
  (１．４５)月分   (０．７５)月分 

（加算措置の状況） 
職制上の段階、職務の級等による
加算措置 
・役職加算    ５～１５％ 
 

（加算措置の状況） 
職制上の段階、職務の級等による加
算措置 
・役職加算    ５～２０％ 
・管理職加算  １０～２０％ 

（加算措置の状況） 
職制上の段階、職務の級等による加
算措置 
・役職加算    ５～２０％ 
・管理職加算  １０～２５％ 

（注） （  ）内は、再任用職員に係る支給割合です。 

 



 ○勤勉手当への勤務成績の反映状況（一般行政職） 

平成28年度中における運用 

五島市 国 

管理職員 一般職員 
特定管理 

職員 
一般職員 

イ 人事評価を実施した ○ ○ ○ ○ 

 標準に加え、上位及び下位の成績率も適用   ○ ○ 

標準に加え、上位の成績率も適用     

標準に加え、下位の成績率も適用     

標準の成績率のみ適用 ○ ○   

ロ 人事評価を実施していない     

（２） 退職手当（平成２８年４月１日現在） 

五   島   市 国 

（支給率） 自己都合 応募認定・定年 （支給率） 自己都合 応募認定・定年 

勤続２０年 20.445月分 25.55625月分 勤続２０年 20.445月分 25.55625月分 

勤続２５年 29.145月分 34.5825 月分 勤続２５年 29.145月分 34.5825 月分 

勤続３５年 41.325月分 49.59   月分 勤続３５年 41.325月分 49.59   月分 

最高限度額 49.59 月分 49.59   月分 最高限度額 49.59 月分 49.59   月分 

 その他の加算措置 

 ・定年前早期退職特例措置 （２%～２０%加算） 

  

 その他の加算措置 

 ・定年前早期退職特例措置 （2%～45%加算） 

   

１人当たり 

平均支給額 

自己都合 応募認定・定年 

24万8千円 1,500万3千円 

（注） 五島市は、長崎県市町村総合事務組合の退職手当事業に加入しており、支給率は同組合の支給条例に

基づくものです。なお、退職手当の１人当たり平均支給額は、平成27年度に退職した全職種に係る職

員に支給された平均額です。 

 

（３） 地域手当（平成２８年４月１日現在） 

支給実績（平成27年度－企業職を除く） ３３８万８千円  

支給職員１人当たり平均支給額（平成27年度決算） ３３８，７５７円  

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 国の制度（支給率） 

長崎市 ３％ ４人 ３％ 

福岡市 １０％ ２人 １０％ 

東京都特別区 ２０％ ３人 ２０％ 

地域手当補正後ラスパイレス指数 

（ラスパイレス指数） 

９７．７ 

（９７．７） 

（注） 地域手当補正後ラスパイレス指数とは、地域手当を加味した地域における国家公務員と地方公務員の



給与水準を比較するため、地域手当の支給率を用いて補正したラスパイレス指数です。 

（補正前のラスパイレス指数×（１＋当該団体の地域手当支給率）／（１＋国の指定基準に基づく地域

手当支給率）により算出。） 

 

  

（４）特殊勤務手当（平成２８年４月１日現在） 

支給実績（平成27年度決算－企業職を除く） 2,360万3千円 

支給職員１人当たり平均支給年額（平成27年度決算） ３５７，６２７円 

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成27年度） １０．９％ 

手当の種類（手当数） １３ 

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価 

徴収事務従事者手当 市税の徴収事務に専従する職員 市税の徴収事務 月額  ３，５００円 

福祉事務従事者手当 
福祉事務従事職員のうち、現業

又は査察事務に従事する職員 

福祉事務のうち、現業又は

査察事務 

月額  ８，８００円 

行旅死亡人等収容

手当 

行旅死亡人・行旅病人の収容に

従事した職員 

行旅死亡人、行旅病人の収

容 

行旅死亡人の収容 

１件につき4,000円

行旅病人の収容 

１件につき1,600円

感染症防疫作業 

従事者手当 

感染の危険がある作業等に従事

した職員 

感染症又は家畜伝染病が発

生し、又は発生するおそれ

がある場合において、感染

症の患者若しくは患畜若し

くは感染症の疑いのある患

者若しくは疑似患畜の救護

又は感染症の病原体の付着

した物件若しくは付着の危

険がある物件の処理作業 

日額 600円 

高所勤務手当 

地上５メートル以上の箇所にお

いて工事の指導監督又は作業に

従事する職員 

地上５メートル以上の箇所

において工事の指導監督又

は作業 

日額 ２７０円 

医師手当 

本市の診療所で医療に従事する

医師 

 

本市の診療所で医療に従事

する医師に対し支給する。

ただし、次のいずれかに該

当する医師に対しては、そ

れぞれ次に定める額を加算

した額を支給する。      

ア）国民健康保険玉之浦診

療所に勤務する医師 月額

30万（別途、経過措置有）

イ）市長が必要と認めた医

療に従事した医師  

１回22，000円 

月額 ３０８，０００円 

別途、ア・イを加算する。

ア） ３００，０００円 

イ）１回２２，０００円 

往診手当 
本市の診療所の医師で往診に従

事するもの 

本市の診療所の医師で往診

に従事するもの 

往診料の額 

（３０万円限度） 



校医手当 

本市の診療所の医師で市内の小

中学校の校医 

本市の診療所の医師で市内

の小中学校の校医であるも

の 

１校につき 

年額 ７５，５００円

保育所医手当 
本市の診療所の医師で市内の保

育所医 

本市の診療所の医師で市内

の保育所医であるもの 

１保育所につき 

年額 ２０，０００円

予防接種手当 
本市の診療所の医師で予防接種

に従事するもの 

予防接種に従事 １日  ２，７００円 

離島勤務手当 

離島に所在する出張所等に勤務

する職員 

離島に所在する出張所（出

張所分室を含む。）、診療所

（分院を含む。）、小中学校

及び保育所に勤務する職員 

月額 ２３，０００円 

ただし、支給日から３年を

経過した者及び通勤によ

り勤務する者については、

月額３，０００円 

用地交渉手当 
用地交渉業務に従事する職員 用地の取得又は処分のため

継続的に交渉業務に従事 

日額 ３５０円 

放射線取扱手当 

放射線照射作業に従事する職員 エックス線その他の放射線

を人体に対して照射する作

業に従事 

日額 ２３０円 

 

（５） 時間外勤務手当 

支給実績（平成27年度決算－企業職を除く） 1億2,209万円 

職員１人当たり平均支給年額（平成27年度決算） ２２７，３５５円 

支給実績（平成26年度決算） 1億4,192万7千円 

職員１人当たり平均支給年額（平成26年度決算） ２４４，７０１円 

（注） 職員１人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績（平成2７年度決算）」と同じ年度の

４月１日現在の総職員数（管理職員、教育職員等、制度上時間外勤務手当の支給対象とはならない職員

を除く。）であり、短時間勤務職員を含んでいます。 

 

（６） その他の手当（平成２８年４月１日現在） 

手当名 内容及び支給単価 
国の制

度との

異同 

国の制度

と異なる

内容 

支給実績 

（平成 27年

度決算-企業

職を除く） 

支給職員 1人

当たり平均支

給年額（平成

27年度決算） 

扶養手当 

配偶者             13,000円 

同じ  
9,725万 

1千円 
255,923円 

配
偶
者
以
外 

配偶者以外の扶養親族      6,500円 

配偶者のいない職員の扶養親族のうち１人 

11,000円 

満16歳の年度初めから満22歳の年度末ま

での子           5,000円加算 

住居手当 
借家・借間居住職員（月額 12,000円を超える

家賃を支払っている職員）   27,000円以内 
同じ  4,268万円 258,667円 

通勤手当 

交通機関を利用して通勤する職員(2km以上) 

55,000円以内 
異なる 

自動車等の

交通用具を

使用する場

合の距離区

分毎の支給

額が異なる 

2,937万 

7千円 
82,752円 

自動車等交通用具を使用して通勤する職員

(2km以上・使用距離に応じて) 34,200円以内 



単身赴任

手当 

公署を異にする異動等に伴い転居し、やむを得な

い事情により配偶者と別居することとなった職

員で、当該異動の直前の住居から当該異動の直後

に在勤する公署に通勤することが困難であると

認められるもののうち、単身で生活することを常

況とする職員 

・30,000円＋加算額 

※加算額は距離に応じて8,000円～70,000円 

異なる  
835万 

2千円 
464,000円 

管理職 

手当 

管理又は監督の地位にある職員 

・理   事：70,000円 

・診 療 所 長：70,000円 

・課 長 級：50,000円 

・課長補佐級：30,000円 

異なる 

国：俸給表、

職務の級及

び官職区分

に応じて支

給額が定め

られている 

3,747万円 499,595円 

初任給 

調整手当 

医療職給料表の適用を受ける職員の職に新たに

採用された職員  

・413,300円(採用の日から 35年の期間に限

る) 

異なる 

国：職員の

区分及び採

用の日以後

の期間の区

分に応じて

額が変動 

1,818万 

5千円 
4,546,300円 

休日勤務

手当 

休日において正規の勤務時間中に勤務すること

を命ぜられ、勤務した場合 

※勤務１時間当たりの給与額×135/100×休

日勤務時間数 

異なる 

※勤務１時

間当たりの

給与額の算

出方法が異

なる 

2,875万 

1千円 
151,321円 

宿日直 

手当 

宿日直勤務を命ぜられた職員 

・勤務１回につき4,200円（入院患者の病状の

急変等に対処するための医師の宿日直勤務にあ

っては 20,000円、看護師の宿日直勤務にあっ

ては7,200円） 

異なる 

国：勤務時

間が5時間

未満の場合

は、百分の

五十を乗じ

て得た額 

572万 

1千円 
817,257円 

夜間勤務

手当 

正規の勤務時間として午後 10時から翌日の午

前５時までの間に勤務した場合 

※勤務１時間当たりの給与額×25/100×夜間

勤務時間数 

異なる 

※勤務１時

間当たりの

給与額の算

出方法が異

なる 

285万 

3千円 
37,051円 

管理職員

特別勤務

手当 

管理職手当を受給している職員が、臨時又は緊急

の必要等により、週休日、休日等に勤務した場合 

・理   事：7,000円 

・課 長 級：6,000円 

・課長補佐級：4,000円 

異なる 

国：職員に

適用される

棒給の特別

調整額の区

分等に応じ

支給額が異

なる 

14万円 

7千円 
16,333円 

へき地 

手当 

教育委員会に勤務する指導主事に対し、長崎県市

町村立学校県費負担職員の給与等に関する条例

第１０条の５の規定に準じて支給する。 

・給料及び扶養手当の月額の合計額の100分の 

25を超えない範囲内 

  
341万 

7千円 
427,154円 

へき地手

当に準ず

る手当 

教育委員会に勤務する指導主事に対し、長崎県市

町村立学校県費負担職員の給与等に関する条例

第１０条の６の規定に準じて支給する。 

・給料及び扶養手当の月額の合計額の100分の 

4を超えない範囲内 

  
170万 

9千円 
213,576円 

義務教育

等教員特

別手当 

教育委員会に勤務する指導主事に対し、長崎県市

町村立学校県費負担職員の給与等に関する条例

第１８条の２の規定に準じて支給する。 

・月額8，000円を超えない範囲内 

  
68万 

4千円 
85,500円 

特定任期

付職員業

績手当 

特定任期付職員のうち、特に顕著な業績を挙げた

と認められる職員 

・給料月額に相当する額 

同じ  － － 

 

 



５ 特別職の報酬等の状況（平成２８年４月１日現在） 

区   分 給料月額等 （参考）類似団体における最高／最低額 

給 

料 

市 長 

副市長 

７８９，０００円 

６４６，０００円 

 

９５０,０００円／２５９,０００円 

７７２,０００円／３２５,０００円 

 

報 

酬 

議 長 

副議長 

議 員 

４３３，０００円 

３５１，０００円 

３３５，０００円 

５４５,０００円／２３０,０００円 

４７４,０００円／２００,０００円 

４４２,０００円／１８０,０００円 

期 

末 

手 

当 

市 長 

副市長 

（平成27年度支給割合） 

３．１月分 

議 長 

副議長 

議 員 

（平成27年度支給割合） 

３．１月分 

退
職
手
当 

市 長 

副市長 

（算定方式）               （１期の手当額）    （支給時期） 

給料月額×支給割合600/100×在職年数  18,936,000円      任期毎 

 給料月額×支給割合360/100×在職年数     9,302,400円       任期毎 

 

（注）１ 退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年＝ 

４８月）勤めた場合における退職手当の見込額です。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



６ 職員数の状況 

（１）部門別職員数の状況と主な増減理由 

区 分  

 

部 門 

職員数 
対前年 

増減数 
主な増減理由 平成27年 

4月1日現在 

平成28年 

4月1日現在 

普 

通 

会 

計 

部 

門 

一
般
行
政
部
門 

議  会 5 5  

退職不補充による減員 

総  務 132 122 ▲10 

税  務 30 28 ▲2 

農林水産 58 57 ▲1 

商  工 33 44 11 

土  木 35 35  

民  生 33 34 1 

衛  生 46 45 ▲1 

計 372 370 ▲2 

<参考> 

人口１万人当たり職員数 

94.98人

（類似団体の人口１万人当たり

の職員数 75.67人） 

教 育 部 門 57 50 ▲7 
 

消 防 部 門 91 92 1 

小  計 520 512 ▲8 

<参考> 

人口１万人当たり職員数 

131.43人 

（類似団体の人口１万人当たり

の職員数 98.63人） 

公
営
企
業
等 

 
 
 
 

会
計
部
門 

病  院 16 16  

退職不補充による減員 

水  道 25 25  

交  通 4 3 ▲1 

そ の 他 38 38  

小  計 83 82 ▲1 

合  計 
603 

[911] 

594 

[911] 

▲9 

[0] 

<参考> 

人口１万人当たり職員数 

152.48人 

 

（注）１ 職員数は一般職に属する職員数です。 

   ２ [     ]内は、条例定数の合計です。 

 

 

 



（２）年齢別職員構成の状況（平成２8年４月１日現在） 
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区 分 

20

歳 

 

 

未満 

20
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～ 
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歳 

24
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～ 
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歳 

28

歳 

～ 

31

歳 

32

歳 

～ 

35

歳 

36

歳 

～ 

39

歳 

40

歳 

～ 

43

歳 

44

歳 

～ 

47

歳 

48

歳 

～ 

51

歳 

52

歳 

～ 

55

歳 

56

歳 

～ 

59

歳 
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以上 

計 

職員数 
人

5 

人 

23 

人

50 

人

54 

人 

42 

人

53 

人

96 

人 

74 

人

62 

人

61 

人 

71 

人

3 

人

594 

 

（３）職員数の推移 

（単位：人・％）  

年度 H23年 H24年 H25年 H26年 H27年 H28年 
過去５年間 

の増減数（率） 

一般行政 392 376 363 358 372 370 ▲22（▲ 5.6％） 

教育 62 61 70 70 57 50 ▲12（▲19.4％） 

消防 97 101 95 94 91 92 ▲ 5（▲ 5.2％） 

普通会計計 551 538 528 522 520 512 ▲39（▲ 7.1％） 

公営企業会計計 94 91 89 86 83 82 ▲12（▲12.8％） 

総合計 645 629 617 608 603 594 ▲51（▲ 7.9％） 

（注） 各年における定員管理調査において報告した部門別職員数です。 

 

 

 



７ 公営企業職員の状況 

（１）水道事業 

① 職員給与費の状況 

ア 決算 

区 分 

総費用 

 

Ａ 

純損益又は 

実質収支 

職員給与費 

 

Ｂ 

総費用に占める 

職員給与費比率 

Ｂ／Ａ 

（参考） 

平成26年度の総費用に 

占める職員給与費率 

27年度 5億5,393万7千円 7,923万4千円 7,686万2千円 １３．９％ １２．８％ 

（注） 資本勘定支弁職員に係る職員給与費641万円を含みません。 

 

区 分 
職員数 

Ａ 

給   与   費 １人当たり 

給与費 

Ｂ／Ａ 

（参考） 

市町村平均1人 

当たりの給与費 給  料 職員手当 期末・勤勉手当 計  Ｂ 

27年度 １１人 4,411万9千円 733万7千円 1,675万2千円 6,820万8千円 620万1千円 619万円 

（注）１ 職員手当には退職手当を含みません。 

   ２ 職員数は平成2８年3月31日現在の人数です。 

 

② 職員の平均年齢、基本給及び平均月収額の状況（平成２８年４月１日現在） 

区   分 平均年齢      基本給 平均月収額 

五 島 市 ４４．９歳 ３４９，８４８円 ５０８，３３４円 

市町村団体平均 ４４．７歳 ３４６，７９７円 ５１４，７８５円 

（注）１ 基本給は、給料、扶養手当及び地域手当の合計額です。 

   ２ 平均月収額には、期末・勤勉手当等を含みます。 

 

③ 職員の手当の状況 

ア  期末手当・勤勉手当 

企  業  職 五島市（企業職を除く） 

１人当たり平均支給額（平成27年度） 
１３５万９千円 

１人当たり平均支給額（平成27年度） 
１３７万１千円 

（平成27年度支給割合） 
  期末手当      勤勉手当 
  ２．６０ 月分  １．６０月分 
  (１．４５)月分  (０．７５)月分 

（平成27年度支給割合） 
  期末手当      勤勉手当 
  ２．６０ 月分  １．６０月分 
  (１．４５)月分  (０．７５)月分 

（加算措置の状況） 
職制上の段階、職務の級等による加算措置 
・役職加算    ５～１５％ 
 

（加算措置の状況） 
職制上の段階、職務の級等による加算措置 
・役職加算    ５～１５％ 
 

※ (  )内は、再任用職員に係る支給割合です。 

 



イ  退職手当（平成２８年４月１日現在） 

企  業  職 五島市（企業職を除く） 

（支給率） 自己都合 応募認定・定年 （支給率） 自己都合 応募認定・定年 

勤続２０年 20.445月分 25.55625月分 勤続２０年 20.445月分 25.55625月分 

勤続２５年 29.145月分 34.5825 月分 勤続２５年 29.145月分 34.5825 月分 

勤続３５年 41.325月分 49.59   月分 勤続３５年 41.325月分 49.59   月分 

最高限度額 49.59 月分 49.59   月分 最高限度額 49.59 月分 49.59   月分 

 その他の加算措置 

 ・定年前早期退職特例措置 （２%～２０%加算） 

  

 その他の加算措置 

 ・定年前早期退職特例措置 （2%～20%加算） 

   

１人当たり 

平均支給額 

自己都合 勧奨・定年 

－ － 

（注） 五島市は、長崎県市町村総合事務組合の退職手当事業に加入しており、支給率は同組合の支給条例に

基づくものです。なお、退職手当の１人当たり平均支給額は、平成27年度に退職した全職種に係る職

員に支給された平均額です。 

 

ウ  時間外勤務手当 

支給実績（平成27年度決算） 358万3千円 

職員１人当たり平均支給年額（平成27年度決算） 298,600円 

（注） 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含んでいます。 

 

エ  その他の手当（平成２８年４月１日現在） 

手当名 内容及び支給単価 

一般行

政職の

制度と

の異同 

一般行政

職の制度

と異なる

内容 

支給実績（26

年度決算） 

支給職員１人

当たり平均支

給年額(26年

度決算) 

扶養手当 

配偶者             13,000円 

同じ  182万2千円 227,688円 
配
偶
者
以
外 

配偶者以外の扶養親族     6,500円 

配偶者のいない職員の扶養親族のうち１人 

11,000円 

満16歳の年度初めから満22歳の年度末ま

での子          5,000円加算 

住居手当 
借家・借間居住職員（月額 12,000円を超える

家賃を支払っている職員）  27,000円以内 
同じ  76万４千円 152,800円 

通勤手当 

交通機関を利用して通勤する職員(2km以上) 

55,000円以内 
同じ  59万8千円 74,688円 

自動車等交通用具を使用して通勤する職員

(2km以上・使用距離に応じて) 34,200円以内 

管理職 

手当 

管理又は監督の地位にある職員 

・理   事：７０，０００円 

・課 長 級：５０，０００円 

・課長補佐級：３０，０００円 

同じ  95万1千円 475,500円 

 


